
 

 

平成 27（2015）年エイズ発生動向 – 概 要 – 

 

厚生労働省エイズ動向委員会 

エイズ動向委員会は、3 ヶ月ごとに委員会を開催し、都道府県等からの報告に基づき日本国内の患者発生

動向を把握し公表している。本稿では、平成 27（2015）年 1年間の発生動向の概要を報告する。2015年に報

告された HIV 感染者数は 1,006 件、ＡＩＤＳ患者数は 428 件であり、両者を合わせた新規報告件数は 1,434

件であった。2015 年に累積報告件数（凝固因子製剤による感染例を除く）は 2.5 万件に達し、2015 年末の時

点では HIV感染者 17,909件、AIDS患者 8,086件で計 25,995件となった（図 1）。 

 注）「ＨＩＶ感染者」：感染症法の規定に基づく後天性免疫不全症候群発生届により無症候性キャリアあるいはその他と

して報告されたもの。 

   「ＡＩＤＳ患者」：初回報告時に AIDSと診断されたもの。（既にHIV感染者として報告されている症例が AIDSを発症

する等病状に変化を生じた場合は除く。） 

 

1. 結果 

（１）報告数 

平成 27（2015）年の新規報告件数は、HIV 感染者および AIDS 患者を合わせて 1,434 件（前年 1,546 件）

であった（図 2）。新規報告件数に占める AIDS患者の割合は 29.8％（前年 29.4％）であった。 

①HIV 感染者 

平成 27（2015）年の新規報告件数は、1,006件（前年 1,091件）であった。2007年以降、2008年（1,126件）

をピークとして、年間 1,000件以上を維持しており、2015年は過去 8位の報告数である(図 2)。累積報告件数

は 17,909件となった。国籍及び性別では、日本国籍例は 898件（前年 994件）で、このうち男性が 860件（前

年 959件）と大半を占めており、女性は 38件（前年 35件）であった。外国国籍例は 108件（前年 97件）で、こ

のうち男性が 88 件、女性が 20 件であった。大半を占める日本国籍男性 HIV 感染者報告数は 2007 年以降

横ばいが続いている(図 3)。 

 

②AIDS 患者 

平成 27（2015）年の新規報告件数は、428 件（前年 455 件）であった。2006 年以降、年間 400 件以上を維

持しており、2015 年は過去 8 位の報告数である(図 2)。累積報告件数は 8,086 件となった。国籍及び性別で

は、日本国籍例は 390件（前年 422件）で、このうち男性が 379件（前年 409件）と大半を占めており、女性は

11 件（前年 13 件）であった。外国国籍例は 38 件（前年 33 件）で、このうち男性が 30 件、女性は 8 件であっ

た。大半を占める日本国籍男性 AIDS 患者報告数は、全体としては頭打ち傾向がみられるが、2010 年以降 4

回 400件を越えており、横ばいが続いている(図 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 1. 2015 年までの累積報告数 図２. 新規 HIV 感染者および AIDS 患者報告数の年次推移 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）感染経路 

①HIV 感染者 

2015年のHIV感染者報告例の感染経路で、異性間の性的接触による感染が 196件(19.5％)、同性間の性

的接触による感染が 691件(68.7％)で、性的接触による感染は合わせて 887件(88.2％)を占めた(図 5)。性的

接触による感染に占める異性間の割合は 22.1％（昨年 18.5％）、同性間の占める割合は 77.9％ （昨年

81.5％）で、昨年より異性間の感染の割合が増加した(図 5)。また、母子感染は一昨年、昨年に引き続き 1 件

報告があった。 

日本国籍例では、男性同性間の性的接触は 637件（前年 736件）であり、2007年以降では最も少なかった。

異性間の性的接触は男性が 133件（前年 126件）、女性が 35件（前年 32件）であった(図 6)。日本国籍男性

の静注薬物使用は 2001 年以降、2013 年を除くと、毎年 1-5 件報告が続いており、前年（2014 年）は 3 件、

2015年も 1件報告があった。 

これまでの累計において、日本国籍男性の HIV 感染者の主要な感染経路はいずれの年齢階級において

も同性間性的接触の割合がもっとも高い（図 8）。年齢が上がるに従い異性間性的接触の割合が高くなる傾向

がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 新規 HIV 感染者報告数の国籍別、性別年次推移 図 4. 新規 AIDS 患者報告数の国籍別、性別年次推移 

図 5. 2015 年に報告された新規 HIV感染者の感染経路別内訳 図 6. 日本国籍男性の新規 HIV 感染者報告数の感染経路別*年次推移 

（ *静脈薬物使用、母子感染、その他は除く） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②AIDS 患者 

2015年のAIDS患者報告例の感染経路は、異性間の性的接触による感染が 95件(22.2％)、同性間の性的

接触による感染が 250件(58.4％)で、性的接触による感染は合わせて 345件(80.6％)を占めた(図 9) 。 

日本国籍男性例の感染経路を見ると、同性間性的接触は 240 件（前年 248 件）で、過去 4 位である。異性

間の性的接触は 77件（前年 99件）で 2000年以降ほぼ横ばいで推移している（図 10）。 

なお、HIV感染者、AIDS患者ともに、静注薬物使用や母子感染によるものはいずれも1％未満にとどまって

いるものの、2012年以降の AIDS患者での静注薬物使用による感染は毎年 3-4件報告されている(図 9)。 

 

 

 

 

（３）外国国籍報告 

2015 年の外国国籍の報告例は、HIV 感染者が

108件（前年 97件）、AIDS患者では 38件（前年 33

件）で、いずれも前年より増加がみられた。HIV 感

染者、AIDS 患者共に異性間の性的接触による感

染例は増減を繰り返しつつほぼ横ばいの状況にあ

る。また、男性同性間の性的接触による HIV 感染

者は、2006 年に大きく増加して以降、ほぼ横ばい

の状況が続いていたが、2011 年以降増加に転じ、

特に2013年からは50件以上を推移しており、2015

年は 54 件で過去最高となった(図 11)。また、昨年

(2014年)の静注薬物使用は HIV感染者、AIDS患

図 9. 2015 年に報告された新規 AIDS 患者の感染経路別内訳 

図 7. 日本国籍女性の新規 HIV 感染者報告数の感染経路別*年次推移 

 （ *静脈薬物使用、母子感染、その他は除く） 

図 11. 外国国籍男性の新規 HIV 感染者の感染経路別*年次推移 

            （ *静脈薬物使用、母子感染、その他は除く） 

図 10. 日本国籍男性の新規 AIDS患者報告数の感染経路別*年次推移 

 （ *静脈薬物使用、母子感染、その他は除く） 

図 8. 日本国籍 HIV 感染者報告数の年齢別、性別・感染経路別内訳 

（累計、*性的接触に限る、年齢不明を除く）  



 

者でともに０件であったが、2015年はそれぞれ 1件ずつ報告された。推定感染地域は、男性 HIV感染者で、

2001 年以降継続して国内感染が国外感染を上回っている。また、2015年の外国国籍例 146件（HIV感染者

108件、AIDS患者 38件）の報告地は、HIV感染者が 21都道府県で、東京都（51件）、大阪府（13件）、愛知

県（9件）、神奈川県（8件）、千葉県（6件）の順で多く、AIDS患者は 15都道府県で、東京都（10件）、愛知県

（6件）、神奈川県（4件）、千葉県（4件）、静岡県（3件）の順で多かった。 

 

 

（４）推定される感染地域および報告地 

HIV感染者（1006件）の推定感染地域は、全体の 84.0％(845件)が国内感染で、日本国籍例(898件)では

88.8％（797件）を占めていた。AIDS患者（428件）の推定感染地域は、全体の 78.5％（336件）が国内感染で、

日本国籍例（390件）では 83.8％（327件）を占めていた。 

報告地では、HIV 感染者は東京都を含む関東・甲信越からの報告が多く、2015 年の報告では 50.7％（510

件）を占める。東京都を含む関東・甲信越に次いで報告が多い近畿は、全体のうち、2015 年の報告では

21.7%（218 件）を占める。その他の地域についても近年は全体的に横ばいの傾向が認められるが、2011 年以

降九州からの報告数が増加傾向にあり、2014 年は初めて 100 件を越えた（109 件）が、2015 年は 70 件に減

少した。北海道・東北では、2015年は昨年から 16件増加し初めて 50件を超えた（52件）（図 12）。 

AIDS 患者（428 件）の報告地別分布は、HIV 感染者と同様に、東京都を含む関東・甲信越に集中している

ものの、2015 年の報告では占める割合が 36.9%（158 件）で、昨年（44.6%）より減少した。2015 年は東京都が

71 件と昨年（96 件）から 25 件減少し、東京都を除く関東甲信越、近畿に次いで３位になった。昨年まで 2 年

続けて増加した九州は、2015年は最多報告数だった昨年と同数だった（58件）。2011年まで東海は増加傾向

にあったが、2012 年以降横ばい傾向にある。中国・四国は昨年より 7 件増加し（37 件）過去最高となった。北

陸はゆるやかな増加傾向から横ばいへと移行してきている。北海道・東北はほぼ横ばいの推移が続いている 

(図 13)。 

東京都と大阪府およびその2府県を除いた他のブロックの新規報告件数に占めるAIDS患者の割合を2000

年以降プロットすると、東京都は 2000 年に 30％だった割合が漸減し、2007 年以降は 20％前後で推移した。

一方、大阪府は 2006年までは東京都と同様に減少し一旦 20％以下まで低下するが、翌年から増加に転じ近

年は 25％前後で推移している。東京都と大阪府を除いた他のブロックの平均は、2007 年以降は 30％台後半

で推移している（図 14）。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12. 新規 HIV 感染者報告数の報告地（ブロック）別年次推移 図 13. 新規 AIDS 患者報告数の報告地（ブロック）別年次推移 



 

a　HIV感染者上位自治体

自治体 報告数 自治体 人口１０万対

1 東京都 364 1 東京都 2.718

2 大阪府 168 2 大阪府 1.901

3 愛知県 62 3 沖縄県 1.196

4 神奈川県 54 4 岡山県 0.884

5 北海道 35 5 愛知県 0.832

6 千葉県 32 6 徳島県 0.785

7 福岡県 30 7 奈良県 0.727

8 埼玉県 22 8 宮崎県 0.718

9 静岡県 21 9 香川県 0.714

9 兵庫県 21 10 岐阜県 0.686

ｂ　AIDS患者上位自治体

自治体 報告数 自治体 人口１０万対

1 東京都 71 1 香川県 0.917

2 大阪府 53 2 沖縄県 0.704

3 愛知県 43 3 高知県 0.678

4 神奈川県 33 4 宮崎県 0.628

5 福岡県 27 5 大阪府 0.600

6 千葉県 22 6 愛知県 0.577

7 埼玉県 13 7 福岡県 0.530

8 北海道 12 8 東京都 0.530

9 岐阜県 10 9 岐阜県 0.490

9 広島県 10 10 滋賀県 0.424

9 沖縄県 10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015年報告数の上位 10位は、HIV感染者では東京

都、大阪府、愛知県、神奈川県、北海道、千葉県、福岡

県、埼玉県、静岡県、兵庫県で、AIDS 患者では東京都、

大阪府、愛知県、神奈川県、福岡県、千葉県、埼玉県、

北海道、岐阜県、広島県、沖縄県であった(表)。なお、

人口 10万対では、HIV感染者では沖縄県、岡山県、徳

島県、奈良県、宮崎県、香川県、岐阜県が、また AIDS

患者では香川県、高知県、宮崎県、滋賀県が、上位 10

位に加わる。人口 10万対でみると、昨年 HIV感染者で

は九州ブロックから 4 県（沖縄、福岡、大分、宮崎）、

AIDS患者では 3県（沖縄、福岡、宮崎）が 10位内に入

り、沖縄は 1 位であったが、今年は、HIV 感染者では九

州ブロックから 2 県（沖縄、宮崎）、AIDS 患者では 3 県

（沖縄、宮崎、福岡）が 10 位内に入り、沖縄は 2 位であ

った。一方で、昨年は 10 位以内に入っていなかった中

国・四国ブロックから、HIV感染者では 3県（岡山、徳島、

香川）、AIDS 患者では 2 県（香川、高知）が 10 位内に

入っており、香川は 1位であった。 

 

 

2. まとめ 

2015 年の HIV 感染者および AIDS 患者の両者を合わせた新規報告数は 1,434 件（前年 1,546 件）であっ

た。HIV 感染者報告数（1,006 件）は、2007 年以降年間 1,000 件を越えているが、横ばい傾向が続いており、

2015 年はこれまでで 8 番目に多かった。AIDS 患者報告件数（428 件）もこれまでで 8 番目に多かった。報告

例の大半を占める日本国籍男性の HIV感染者数は、2008年以降増加から横ばい傾向にある。 

感染経路では、HIV感染者の 68.7％（691件）、AIDS患者の 58.4％（250件）を同性間性的接触による感染

例が占める。そのうち、日本国籍男性の同性間性的接触による感染は、ＨＩＶ感染者では 2008 年をピークとし

てその後は横ばい傾向で、ＡＩＤＳ患者では増加傾向が続いていたが、2011 年以降横ばいの傾向となってい

る。2015 年は、昨年に引き続き、ＨＩＶ感染者と AIDS 患者の両方で静注薬物使用の報告があり、それぞれ 2

件と 3件だった。 

年齢では、HIV感染者は 20〜30歳代に集中しており、2015年は 20歳代（320件）と 30歳代（325件）の合

計が 645件で、全体の 64.1％（昨年 63.8％）を占める。また 70歳以上が 9件報告され、前年（７件）より増加し

た。AIDS患者では 20歳以上に幅広く分布し、30〜40歳代の特に 40歳代に多い傾向が続いている。また、７

０歳以上の AIDS患者は調査を始めた 2012年以降 10件以上の報告が続いている。 

表  新規 HIV感染者・AIDS患者報告数 

上位 10位の自治体 

図 14 .新規報告件数に占める AIDS 患者の割合年次推移：東京都、大阪府とその他の地域の比較   



 

報告地では、ＨＩＶ感染者については、昨年まで増加傾向が続いていた九州では、2015 年は減少した。一

方で、北海道・東北、東海、近畿、中国・四国では昨年よりやや増加が見られた。AIDS患者については、2015

年は東京都で 71 件と昨年より 25 件減少し東京都を除く関東・甲信越、近畿に次いで３番目になった。ここ数

年全体としては横ばい傾向が続いており、九州からの報告は最多だった昨年と同数（５８件）だった。一方、

2015 年報告数の上位 10 位を人口 10 万対でみると、昨年 10 位以内に入っていなかった中国・四国ブロック

から、HIV感染者では 3県（岡山、徳島、香川）、AIDS患者では 2県（香川、高知）が入っており、香川は 1位

であった。 

また、2015年の保健所等でのHIV抗体検査件数は、128,241件（前年145,048件）で、相談件数は135,282

件（前年 150,993件）であった。HIV感染者、AIDS患者の早期発見、早期治療のために検査の必要性をこれ

まで以上に広報する事が求められる。また、陽性者への支援や医療・福祉等の整備もよりいっそう進める必要

がある。 

新規ＨＩＶ感染者・AIDS患者報告数が毎年増加していた 2000年代前半までと比較して、ここ数年間の新規

ＨＩＶ感染者・AIDS 患者報告数は横ばい傾向といえる。2015 年は昨年から新規 HIV 感染者が 85 件減少し、

その主たる原因となったのが同性間性的接触の件数の減少であった（昨年から 98 件減少）。一方で、異性間

性的接触による感染は 17件増加しており、この傾向が来年以降続くのかどうかを注意深く見守る必要がある。

2007 年以降常に年間 1,500 件前後の新規報告が続いている状況に変わりはなく、累積報告件数（凝固因子

製剤による感染例を除く）は 2015年末に 25,995件と、ほぼ 2万 6千件に達した。特に AIDS患者の新規報告

件数はいまだ年間 400 件以上が続いており、早期診断を行うための更なる対策が急務である。新規報告数に

占める AIDS 患者の割合は未だ 30％前後と高い値を維持しており、男性異性間に限れば 40％前後を推移し

ている（図 15）。また、東京、大阪を除く全国平均は 40％に近くなっている（図 14）。また、年代別人口で 10万

対の発生数を比較すると 20 歳代と 30 歳代で多く、次いで 40 歳代が多い（図 16）。年齢階級別での 20〜30

歳代のHIV罹患率の高さと、70歳以上のHIV感染者およびAIDS患者数の増加に対し早急な対策が必要で

あろう。 

国においては、HIV 感染の現状と正確な情報を広く国民に向けて広報し、また各自治体にあっては地域の

発生状況に基づいた HIV 感染対策に取り組むことが求められる。九州ブロックの沖縄県においては、HIV 感

染者と AIDS 患者件数が福岡に次いで多く、AIDS 患者の割合は 37％と高いため、引き続き積極的な自治体

の関与が必要と言える。 

HIV 感染者の過半数が男性同性間性的接触によること、また今年増加した異性間性的接触による感

染の広がりに注意しつつ外国国籍の感染者を含め、エイズ予防指針に基づき、予防啓発・早期発見・

早期治療に向けた対策、相談等の支援などの対策を進める必要がある。 

 

 

 

 

図 15. 新規報告件数に占める AIDS 患者の割合の感染経路別年次推移  図 16. 年齢階級別新規 HIV 感染者罹患率の年次推移  


